
【 別 添 1 】 

１．利用料金 

① 利用者がまだ（要介護・要支援）認定を受けていない場合には、サービス利用料金の

全額を一旦お支払いいただきます。（要介護・要支援）の認定を受けた後、自己負担

額を除く金額が介護保険から払い戻されます（償還払い）。また、（居宅・介護予防）

サービス計画が作成されていない場合も償還払いとなります。償還払いとなる場合、

利用者が保険給付の申請を行うための必要事項を記載した「サービス提供証明書」を

交付します。また、利用者は、介護保険算定基準に基づき保険給付の対象とならない

サービスを受けた場合利用料の全額を事業者に支払うものとします。 

② 介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて利用者の負担額

を変更します。 

 

（１） 介護保険基準サービス 

【 指 定 短 期 入 所 生 活 介 護 】【 指 定 介 護 予 防 短 期 入 所 生 活 介 護 】 

① サービス利用料金（＊1日につき） 

下記の単位数から、所定単位数（利用者の要介護度に応じた単位数と各種算定された

加算を加えた単位数）に、「介護職員等処遇改善加算」を上乗せし、地域区分「その他」

であるため 10円を乗じた額をサービス利用料金とします。その内、介護保険自己負担

分（介護保険負担割合証記載の割合）をお支払い下さい。 

なお、介護保険給付の支給限度額を超えてサービスを利用される場合は、サービス利

用料金の全額が利用者の負担となります。    

【 指 定 短 期 入 所 生 活 介 護 】                            (単位：単位数)  

区分 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

従来型個室 ６０３ ６７２ ７４５ ８１５ ８８４ 

多床室 ６０３ ６７２ ７４５ ８１５ ８８４ 

・送迎加算（片道）１８４ ・機能訓練体制加算１２ ・個別機能訓練加算５６ 

・療養食加算８ ・生活機能向上連携加算（Ⅰ）１００／月 （Ⅱ）２００／月 

・看護体制加算（Ⅰ）４（Ⅱ）８（Ⅲ１）１２（Ⅲ２）６（Ⅳ１）２３（Ⅳ２）１３ 

・夜勤職員配置加算（Ⅰ）１３ （Ⅱ）１８ （Ⅲ）１５ （Ⅳ）２０ 

・認知症専門ケア加算（Ⅰ）３ （Ⅱ）４ 

・在宅中重度者受入加算（Ⅰ）４２１（Ⅱ）４１７（Ⅲ）４１３（Ⅳ）４２５ 

・サービス提供体制強化加算（Ⅰ）２２（Ⅱ）１８（Ⅲ）６  

・認知症行動、心理症状緊急対応加算２００ ・緊急短期入所受入加算９０  

・医療連携強化加算５８ ・若年性認知症利用者受入加算１２０ 

・生活相談員配置加算１３ ・看取り連携体制加算６４ ・口腔連携強化加算５０／月 

・生産性向上推進体制加算（Ⅰ）１００／月（Ⅱ）１０／月 

・業務継続計画未策定減算 所定単位数の１００分の１に相当する単位数 

・高齢者虐待防止措置未実施減算 所定単位数の１００分の１に相当する単位数 

・身体拘束廃止未実施減算 所定単位数の１００分の１に相当する単位数 

※連続して３０日を越えて利用する場合、３０日を超えてからの利用は、１日につき  

３０単位の減算 

 

・介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）算定した所定単位数に１４．０％を乗じた単位数 

・介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）算定した所定単位数に１３．６％を乗じた単位数 

・介護職員等処遇改善加算（Ⅲ）算定した所定単位数に１１．３％を乗じた単位数 

・介護職員等処遇改善加算（Ⅳ）算定した所定単位数に９．０％を乗じた単位数 

 

 

 

 

 

 

 



【 指 定 介 護 予 防 短 期 入 所 生 活 介 護 】           (単位：単位数)                    

区分 要 支 援 1 要 支 援 2 

従 来 型 個 室 ４５１ ５６１ 

多  床  室 ４５１ ５６１ 

・送迎加算（片道）１８４ ・機能訓練体制加算１２ ・個別機能訓練加算５６ 

・療養食加算８ ・緊急短期入所受入加算９０ ・生活相談員配置加算１３ 

・生活機能向上連携加算（Ⅰ）１００／月 （Ⅱ）２００／月 

・認知症専門ケア加算（Ⅰ）３（Ⅱ）４ 

・サービス提供体制強化加算（Ⅰ）２２（Ⅱ）１８（Ⅲ）６                 

・認知症行動、心理症状緊急対応加算２００ ・若年性認知症利用者受入加算１２０ 

・口腔連携強化加算５０／月 

・生産性向上推進体制加算（Ⅰ）１００／月（Ⅱ）１０／月 

・業務継続計画未策定減算 所定単位数の１００分の１に相当する単位数 

・高齢者虐待防止措置未実施減算 所定単位数の１００分の１に相当する単位数 

・身体拘束廃止未実施減算 所定単位数の１００分の１に相当する単位数 

※連続して３０日を越えて利用する場合、３０日を超えてからの利用は、介護老人 

福祉施設の要介護１の単位数の７５%（支援１）・９３%（支援２）に相当する 

単位数を算定 

 

・介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）算定した所定単位数に１４．０％を乗じた単位数 

・介護職員等処遇改善加算（Ⅱ）算定した所定単位数に１３．６％を乗じた単位数 

・介護職員等処遇改善加算（Ⅲ）算定した所定単位数に１１．３％を乗じた単位数 

・介護職員等処遇改善加算（Ⅳ）算定した所定単位数に９．０％を乗じた単位数 

 

【 指 定 短 期 入 所 生 活 介 護 】【 指 定 介 護 予 防 短 期 入 所 生 活 介 護 】 

② 滞在費・食費 

利用者の区分に応じた滞在費・食費をお支払い下さい。なお、負担限度額認定を受け

ている場合には、認定証に記載している負担限度額をお支払い下さい。 

③ 食費 

 朝食３１０円、昼食６５０円、夕食５９０円（１日１，５５０円） 

利用者の区分に応じた食費をお支払いください。なお、負担限度額認定を受けている

場合には、認定証に記載している負担限度額とする。          （単位：円） 

対象者 区分 
滞在費 

食費 
多床室 従来型個室 

生活保護の受給者の方等 利用者負担

第１段階 
０ ３２０ ３００ 本

人
及
び
世
帯
全

員
が
市
民
税
非
課

税
で
あ
っ
て 

本人が老齢福祉年金受給者の方 

本人の合計所得金額と課税年金収入額

の合計が８０万円以下の方等 

利用者負担

第２段階 
３７０ ４２０ ３９０ 

本人の合計所得金額と課税年金収入額

の合計が８０万円を超える方等 

利用者負担

第３段階 
３７０ ８２０ ６５０ 

 

上記以外の方 

 

利用者負担

第４段階 
８５５ １，１７１ 全額自己負担 

〈介護保険負担限度額認定について〉 

滞在費及び食費については、所得に応じ利用者負担の上限額が設定されています。利用者

負担段階に応じた負担限度額を自己負担で支払い差額分は「特定入所者介護サービス費」

として介護保険から支給されます。（市への申請が必要です） 

（２）介護保険基準外サービス 

【 指定（介護予防）短期入所生活介護 】 

   以下のサービスは、利用料金の全額が利用者の負担となります。   （単位：円） 

・希望により利用するサービスの自己負担分               実費 

・その他の費用                            実費 

 


